
資料編

第 3 章

8 1

第
３
章

　
資
料
編



1 南伊勢町地方創生
総合戦略

　 地方創生は、少子高齢化に伴う 人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への過度な人口集中を是正し 、そ

れぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある社会を維持することを目的としています。

　 この目的に向け、平成 2 6（ 2 0 1 4 ） 年に「 まち・ ひと ・ しごと 創生法」 が制定さ れ、本町においても 地方版

総合戦略を策定し 、諸施策を推進してきまし た。

　 令和 3（ 2 0 2 1 ） 年には、デジタ ルの力を活用し て地方創生を加速化・ 深化さ せる「 デジタ ル田園都市国

家構想」 が始動し 、全国どこでも 誰も が便利で快適に暮ら せる社会をめざす取り 組みが進められまし た。

　 さら に令和 7（ 2 0 2 5 ） 年 6 月、国は今後1 0 年間を見据えためざすべき姿とし て「 地方創生 2 . 0 ※ 2 7 基本

構想」 を閣議決定しまし た。これまでの地方創生 1 0 年の成果と 反省を踏まえ、人口減少と いう 現実を正面か

ら 受け止めた上で、「 強い経済」 と「 豊かな生活環境」 を基盤に、 一人ひとり が幸せを実感できる「 新し い日

本・ 楽し い日本」 を創り 出すこと が掲げられまし た。

　 これに伴い、令和 7（ 2 0 2 5 ） 年 12 月には「 デジタル田園都市国家構想総合戦略」 を改訂する形で 、施策

の進捗管理や KPI の設定を強化し た「 地方創生に関する総合戦略〜これまで の地方創生の取り 組みのフォ

ローアップと 推進戦略〜」 が新たに策定さ れています。

　 こうし た国の動向および「 地方創生 2 . 0 」 の起動を踏まえ、本町では「 第 4 次南伊勢町総合計画」 の後期

基本計画策定に合わせ、地方創生の取り 組みを全面的にアップデートします。

　 今回、第 4 次南伊勢町総合計画の「 後期基本計画」 を策定するにあたり 、これまでの戦略をこの「 地方創

生 2 . 0 」 の視点に基づき抜本的に見直しまし た。 本町が進める「 将来人口展望（ 2 0 4 5 年に総人口 5 , 0 0 0

人程度） 」 の達成に向け、「 本町が進める大切な考え方（ 基本方向）」 を地域ビジョンとし た「 第 4 期南伊勢

町地方創生総合戦略（ 以下、総合戦略）」 を総合計画の「 重点プロジェクト 」 と 一体のも のとし て策定し 、 持

続可能なまちづくりを力強く 推進します。

（ １）南伊勢町地方創生総合戦略とは

　 総合戦略は、主に人口減少対策に関する施策を掲げています。総合計画においても 人口減少は広く 関連す

る問題であり 、第 2 期の総合戦略からは総合計画の中に記載し 、一体的に進めています。

　 また、総合戦略における人口規模の目標は人口ビジョンにおける近年の人口の現状分析と 将来人口推計を

基に設定しています（ 人口の現状分析については人口ビジョンを参照） 。

　 総合計画の目標年次が令和 1 1（ 2 0 2 9 ） 年度であり 、 総合計画と 連動し ながら 施策を 推進し ていく と

とも に、 地方創生に関する 事業を 切れ目なく 引き 継ぐ ため、 計画年度を 令和８（ 2 0 2 6 ） 年度から 令和 1 1

（ 2 0 2 9 ） 年度までの 4 年間とします。

　 なお、国の計画の見直し や毎年の施策・ 事業の評価・ 検証などにおいて改定が必要である場合には、適

宜見直しを行っていく ものとします。

総合戦略策定の経過①

総合計画と 総合戦略の関連性②

総合戦略の期間③
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（ ２ ）総合戦略により めざ す姿

・ 2 0 3 0 年〜 2 0 4 5 年にかけて、 介護を必要とする人が増加する 7 5 歳以上人口の割合が、 生産年齢人口

を上回り 推移（ 最大 6 . 3 1 ポイント 上回る） 。2 0 4 5 年では、1 5 〜 6 4 歳の割合は 3 5 . 9 ％、7 5 歳以上の

割合は 4 0 . 4 ％。

・ 増加さ せる人口の設定を第 2 期南伊勢町人口ビジョンで 試算し 、0 〜 1 4 歳人口は 2 0 6 0 年まで 4 0 0 人

程度を維持。

人口 0～14歳

割合 0～14歳

人口 15～64歳 人口 65歳以上

割合 15～64歳 割合 65歳以上
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単位： ％ 20 15 年 202 0年 20 25 年 203 0年 20 35 年 204 0年 20 45 年 205 0年 20 55 年 206 0年

0 〜1 4 歳 6 .7 5 .9 5 .7 5 .9 6 .8 7 .5 8 .4 9 .3 1 0 .1 1 1 .0

1 5 〜6 4 歳 4 4 .1 4 0 .5 3 8 .5 3 5 .8 3 3 .9 3 3 .6 3 5 .9 4 0 .1 4 4 .4 4 8 .4

6 5 歳以上 4 9 .1 5 3 .6 5 5 .8 5 8 .3 5 9 .2 5 9 .0 5 5 .7 5 0 .6 4 5 .4 4 0 .6

（ 7 5 歳以上） 2 8 .5 3 3 .4 3 7 .1 3 9 .2 3 9 .1 3 9 .9 4 0 .4 3 9 .0 3 4 .2 2 8 .4

　 国立社会保障・ 人口問題研究所（ 以下「 社人研」 ）「 日本の地域別将来推計人口（ 平成 2 9 年推

計） 」 をベースに南伊勢町独自での将来推計を行いまし た。

人口の将来展望

年齢３ 区分別人口の推計■
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人口規模の目標
（ 南伊勢町人口ビジョ ン ）

1 南伊勢町地方創生総合戦略

年代 20 20 年→ 20 30 年 2030 年→ 2040 年 20 40 年→ 20 65 年

① 増加 さ せる

人口
1 8 人／年間 4 8 人／年間 5 8 人／年間

② 増 加さ せる

人口の年代

構成

5～9歳、10～14歳： 8人

20代後半～30代前半： 10人

5～9歳、10～14歳： 16人

20代後半～30代前半： 24人

30代後半～40代前半： 8人

0～4歳： 2人

5～9歳、10～14歳： 16人

20代後半～30代前半： 24人

30代後半～40代前半： 16人

③ ② から    

想 定さ れる  

世帯イメージ

夫婦+子ども 1～2人の世帯

が5 世帯

20 代 後 半 ～ 40 代 前 半 の

夫婦 + 子ども 1 人の世帯が

16 世帯

20 代後半～ 40 代前半の夫

婦が 20 世帯、う ち 子ども 1

人の世帯が 18 世帯

●自然減の抑制：

　 合計特殊出生率が 2 0 3 0 年までに 1 .8 0 まで回復し 、その後横ばいとなる

●社会減の抑制：

　 社会動態の改善をめざして、特に以下の世帯の転入を促進する

そして 2 0 5 5 年（ 令和 3 7 年） には 4 , 0 0 0 人程度で年少人口 4 0 0

人程度を維持したコンパクト ながら 人口バランスの良いまちにゆるや

かに移行していく 。

総人口　 　 5 , 0 0 0 人程度

年少人口　 　  4 2 0 人程度

　「 コンパクト ながら 人口バランスの取れたまち」 を将来人口のめざすべき方向性として、人口シミュレーション

のパターン４で 設定する以下の条件の到達をめざし 施策を実施すること で 、人口減少の影響を軽減することに

努めます。

将来人口のめざ す方向

20 4 5年（ 令和27 年）に
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（ 3）総合戦略の項目と KPI

活力ある産業・ 経済プ ロジェクト重点 1

目標 一次産業の新たな 可能性を 切り 開き 、まち の内外から 多様な 人材が参画し て新たな

仕事を 生み出し 続け、 子ども に継がせたい仕事が生まれ続ける 将来のまちを 実現す

るため、地域資源の「 協創（ リ デザイン ）」と 稼ぐ 力の抜本的強化に取り 組みます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

南伊勢町の支援制度により 就業し た

一次産業新規就業者数（ R 8 〜R 1 1 累計）
1 6 名（ R 4 ～R 6 累計） 1 6 名

南伊勢町の支援制度により 起業し た

事業所数（ R 8 〜R 1 1 累計）
5 事業所（ R 4 ～R 6 累計） 1 2 事業所

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）

子育て・ 子ども の育ち応援プ ロジェクト重点 3

目標 一人ひと り が望むラ イフ スタ イ ルを 大切にし ながら 、結婚や出産を 望む人がその希望

を かなえやすく 、 地域ぐ るみで 子ども の成長を 見守り ながら 、子ども たち が地域と の

つな がり のなかで 主体的に多様な 学びを する 将来のまちを 実現するため、 若者・ 女

性・ 子育て世代に「 選ばれる 」 環境を 切れ目なく 整えます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

年間出生数 ※注 1 2 6 人（ 令和4 年度数値） 3 2 人（ 令和9 年度数値）

2 0 代・ 3 0 代女性の

転入数( 人／年)  ※注 2
2 9 人 5 2 人 

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）

安全安心のまちプ ロジェ クト重点 2

目標 集落ごと に自助・ 共助・ 公助が強固に連携し て大規模災害にも 適応し 、生活基盤や

公共交通を 維持し 、通院・ 通学・ 買い物の生活条件に大き な支障がない安心な 暮ら

し を 守る 将来のまちを 実現するため、大規模災害への「 適応策」と 日常生活の安全安

心対策を 強化し ます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

「（ 自分や家族が）避難でき る 」と

感じ る 割合
— 7 0％

「 日常の移動で 不便を 感じ ない」

町民の割合
— 7 0％

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）
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1 南伊勢町地方創生総合戦略

誰も が元気なまちプ ロジェ クト重点 4

目標 病気や加齢によっ て生活に支障が出ても 、 世代間で 支えあいながら 住み慣れた地域

で安心し て暮らし 続けら れる将来のまちを 実現するため、超高齢社会に適応し た多世

代の支えあいと 、医療・ 介護・ 福祉を 含む生活サービ スの基盤維持に取り 組みます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

健康指標前年比 3 5 . 0 1（ R 4 数値） 4 3 . 7  ※注3（ R 9 数値）

困っ たと き に家族以外で 支えて

く れる 人がいると 感じ る 町民の割合
6 4 . 4 % 7 0 . 0 %

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）

輝きをも てるまちプ ロジェクト重点 5

目標 町外から 南伊勢に関心のある多く の人々を 迎えて町民と と も に多彩な活動を 展

開し 、美し い環境を 守り 産業に活かす持続可能な未来を 展望できる将来のまち

を 実現するため、「 オール南伊勢」で挑戦を 支え、町内外の力を 結集し ます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

まち 全体に活気や賑わいが

増し ていると 感じ る 割合
— 7 0 . 0％

まち の魅力が町内外に

十分伝わっ ていると 感じ る 割合
2 5 . 0 % 5 0 . 0 %  ※注4

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

日頃買い物に不便で ないと 感じ る

町民の割合（ 4 5 歳以上）
4 9 . 7％ 7 0 . 0 %

買い物不便・ 困難対策プ ロジェクト重点 6

目標 地域特性に応じ た独自の仕組みによっ て地元の店舗を 守り 、 地域交通と 買い物支援

のネッ ト ワーク によっ て日々の不便や苦労が解消さ れる 将来のまちを 実現するため、

移動支援と 生活支援を 一体的に推進し ます。

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）
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健全な自治体経営・ 未来投資プ ロジェ クト重点 7

目標 効率的な 行政経営と 公共資産のフ ル活用によっ て必要な 施策を 持続的に実行し 、 未

来を 切り 開く ための投資を 絶え 間なく 行える 将来の役場を 実現するため、 持続可能

な 行政経営への転換と 未来への確実な投資を 着実に進めます。

※注 1 　 令和 1 1 年度は第 2 期南伊勢町人口ビジョ ンに基づく 人口シミ ュレ ーショ ンをもと に試算

※注 2 　 人口シミ ュレ ーショ ンの根拠と なっ た 2 0 2 0 年の 2 0 代から 3 0 代の女性の転入者数（ 4 7 人）をもと に、2 0 3 0 年の

増加さ せる 人口（ 2 0 代後半～ 3 0 代前半 1 0 人（ う ち女性人口 5 人））を 加え設定

※注 3 　 度会郡町村平均値 4 3 .7 9（ R4 数値） をもと に設定

※注 4 　 R6 実績値の数値の 2 倍で設定

（ ４）主な取り 組み

　 基本計画「 重点プロジェクト 」 を地方創生総合戦略として位置づけ取り 組みます。

指標
現状 目標

令和6 年度 令和1 1 年度

「 役場が町民の目線・ 立場に立って

仕事をし ている」と 感じ る町民の割合
3 9 . 5 % 7 0 . 0 %

目標達成の判断指標と 目標値（ K PI ）
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2 南伊勢町総合計画
策定経過

総合計画審議会

年　 月　 日 事　 　 　 　 項 内　 　 　 　 容

令和８ 年３ 月２ ６ 日 第1 回総合計画審議会
・ 町長から 総合計画について諮問

・ 総合計画の審議

令和８ 年６ 月４ 日 第2 回総合計画審議会 ・ 後期基本計画（ 素案） の審議

令和８ 年７ 月２ 日 第3 回総合計画審議会
・ 総合計画後期基本計画の審議

・ 審議会答申

庁内会議等

年　 月　 日 事　 　 　 　 項 内　 　 　 　 容

令和 7 年 6 月 3 0 日 課長会議 ・ 総合計画策定方針を 決定し まし た。

令和 7 年 7 月 2 日
南伊勢町総合計画後期基本計画策定作

業にかかる 説明会

・ 役場内において総合計画策定方針および策定

にかかる 説明を 行いまし た。

ワークショ ッ プ

年　 月　 日 事　 　 　 　 項 内　 　 　 　 容

令和８ 年２ 月２ ７ 日 役場ワーキンググループ

・ 総合計画策定にあたり 、 分野横断的テ ーマで

ある「 健全な 自治体経営」 のう ち 、 特に 検討

が必要な「 組織・ 人材のあり 方」 について 役

場ワーキンググループ において検討・ 提案し

まし た。

パブリ ッ クコ メ ント

年　 月　 日 事　 　 　 　 項 内　 　 　 　 容

令和 8 年４ 月１ 日〜

令和８ 年４ 月３ ０ 日
パブリ ッ ク コ メ ント の実施

・ ホ ームペ ージ、 役場窓口（ 南勢庁舎、 南島庁

舎、各出張所） において基本計画（ 案） の閲覧

をし ていただき 、意見の募集を 行いまし た。

・ パブリ ッ ク コ メ ント による 意見は０ 件でし た。

8 8



3 南伊勢町総合計画
策定体制

（ １）南伊勢町総合計画審議会

平成 1 7 年 1 0 月１ 日

条例第 3 0 号

　（ 設置）

第１ 条　 本町の総合計画に関し 必要な調査及び審議をする

ため、 地方自治法（ 昭和 2 2 年法律第 6 7 号） 第 1 3 8

条の４ 第３ 項の規定に基づき、南伊勢町総合計画審議会

（ 以下「 審議会」 という 。） を設置する。

　（ 所掌事務）

第２ 条　 審議会は、 町長の諮問に応じ 、 総合計画に関する

必要事項を調査審議する。

　（ 組織）

第３ 条　 審議会は、委員 2 0 人以内で 組織する。

２ 　 委員は、次に掲げる者のうちから 町長が委嘱する。

（ １ ） 町の議会議員

（ ２ ） 町の区域内の公共的団体等でその団体等の推薦を得

た代表者

（ ３ ） 知識経験を有する者

（ ４ ） 前３ 号に掲げる者のほか、町長が特に必要と 認める者

　（ 任期）

第４ 条　 委員の任期は、町長の諮問に係る総合計画が確定

した日までとする。

　（ 会長及び副会長）

第５ 条　 審議会に会長及び副会長各 1 人を 置き、 委員の

互選によって定める。

２ 　 会長は、会務を総理し 、会議の議長となる。

３ 　 副会長は、 会長を補佐し 、 会長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。

　（ 会議）

第６ 条　 審議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。

２ 　 審議会の会議は、 委員の過半数の出席がなければ開く

こと ができない。

３ 　 審議会の議事は、出席委員の過半数で 決し 、可否同数

のときは、会長の決するところによる。

 

　（ 委員以外の者の出席）

第７ 条　 審議会は、 専門事項について特に必要と 認めたと

きは、委員以外の者を会議に出席さ せ、意見を求めること

ができる。

　（ 資料の提出等）

第８ 条　 審議会は、 必要に応じ 、 町に対し 資料の提出、 説

明その他必要な協力を求めること ができる。

　（ 庶務）

第９ 条　 審議会の庶務は、まちづく り 推進課において処理す

る。

　（ 委任）

第１０ 条　 この条例に定めるも ののほか、審議会の運営その

他必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

　 附　 則

この条例は、平成 1 7 年 1 0 月１ 日から 施行する。

　 附　 則（ 平成 1 9 年 6 月 1 8 日条例第 1 9 号） 抄

　 ( 施行期日 )

１ 　 この条例は、平成 2 0 年４ 月１ 日から 施行する。

　 附　 則 ( 平成 3 1 年 3 月 2 2 日条例第 1 2 号 )

この条例は、平成 3 1 年 4 月 1 日から 施行する。

南伊勢町総合計画審議会条例①
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3 南伊勢町総合計画策定体制

南ま ち第　 333　 号

令和 8 年 3 月２ 6 日

　 南伊勢町総合計画審議会　 会長　 様

南伊勢町長　 上村　 久仁

南伊勢町総合計画について（ 諮問）

　 総合計画の策定にあ たり 、南伊勢町総合計画審議会条例第２ 条の規定に基づき 貴審議会の

意見を 求めま す。

令和 8 年 7 月 2 日

　 南伊勢町長　  上村　 久仁 　 様

南伊勢町総合計画審議会

会長　  村林　 守

第４ 次南伊勢町総合計画
後期基本計画の審議結果について（ 答申）

　 南伊勢町総合計画審議会は、令和８ 年３ 月 26 日付で諮問のあっ た「 第４ 次南伊勢町総合計

画後期基本計画」 について審議し た結果、人口減少を 正面から 受け止めた「 新し い幸福の形」

への挑戦を 評価し 、概ね妥当である と 認めま す。

　 ただし 、実行にあ たっ ては下記の修正・ 強化事項を 実効性のあ る も のと し て強く 意識する

こ と を 求めま す。

記

1.2045 年の姿から の逆算によ る「 幸福」の追求と 戦略的指針

　 2045 年の人口 5,000 人規模への半減、およ び居住密度の低下と いう 回避困難な未来を 直視

し 、理想の姿から 逆算する 手法を 支持し ま す。委員から 指摘のあ っ た「 集落の世帯が半減す

る 未来」 でも 住民が誇り と 幸福感を 持ち 続けら れる 仕組みを 具体化する た め、後期基本計画

の冒頭に「 戦略的指針」 を 据え、全ての施策の到達点と し て共有し てく ださ い。あわせて、こ

の 2045 年のめざす姿から の逆算（ バッ ク キャ ス ティ ン グ）を「 絵に描いた餅」に終わら せない

ためにも 、人口規模のシミ ュ レ ーショ ン にと ど ま ら ず、地方交付税等の財政構造の仕組みを

踏ま えた「 人口減少下における 自治体経営のス ト ーリ ー（ お金の流れと 町の家計構造の見通

諮問②

答申③
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し ）」を 町民に分かり やすく 提示し 、将来への安心感を 担保する こ と を 強く 求めま す。

2.≪拡大≫「 オール南伊勢」によ る 実質１ 万人規模の活力維持

　 移住定住の取り 組みを さ ら に推進する と と も に、居住人口 5,000 人に加え、町を 愛する「 関

係人口」5,000 人を 創出する ≪拡大≫「 オール南伊勢」を 計画の核と すべき です。町外の人材

を「 ゲス ト 」ではなく 、共に未来を 創る「 パート ナー」と し て再定義し 、ふる さ と 住民登録制度

や二地域居住、大学連携を 通じ た新たな人材循環の仕組みを 検討し てく ださ い。

　 移住定住の取り 組みにあ た っ て は、既存のお試し 移住な ど の取り 組みの更な る 充実に加

え、お試し 移住に伴う 保育園での短期受入れなど 制度の充実を 図っ てく ださ い。  　

　 その際、年間数万人が訪れる 既存の地域資源（ 釣り 堀や自然体験等） における 経済的取り こ

ぼし を 解消し 、来訪者が一過性の消費で終わら ずに、町のパート ナー（ 関係人口）へと ス テッ

プアッ プし ていく ための実効的な導線と 独自の経済循環モデルを 早急に確立し てく ださ い。

3. 「 生き る こ と 全てが福祉」と いう 分野横断の視点

　「 福祉は生き ている 全てである 」 と いう 哲学を 基盤に据え 、施策を 孤立さ せない工夫が必要

です。子育て、産業、移動支援、地域コ ミ ュ ニティ を 融合さ せ、外出困難な独居高齢者の生活

支援など 、切実な現場課題に対し 、分野横断の視点で解決を 図る こ と を 求めま す。

　 分野横断の視点の検討にあ たっ ては、多世代交流や居場所づく り など の視点を 重視し 取り

組みを 進めてく ださ い。

　 特に、高齢化に伴う「 日々のゴ ミ 出し 」や「 移動手段の確保」など と いっ た日常生活の維持に

関し ては、単一の担当課の枠組みを超え、関係部局や社会福祉協議会、地域コ ミ ュ ニティ（ 区長

会等）が一体と なった「 包括的な地域ケア・ 支援体制」を 部局横断で迅速に構築し てく ださ い。

4. 若者の声を 信頼し「 伴走」する 組織文化の確立

　「 自分た ちの考えが活かさ れて いる と 実感する こ と が積極的な 関わり を 生む」 と いう 教育

的効果を 最大化すべき です。ま た、子供たちが産業の意義を 肌で感じ 、自発的に「 帰っ てき た

い」 と 思え る よ う 、若者の主体的な ア ク ショ ン を 尊重し 、大人が伴走する 組織文化への移行

を 提言し ま す。こ れを 一過性に終わら せず、若者の挑戦を 大人が支え、共に汗を 流す「 伴走型」

の支援体制を 確立し て く ださ い。ま た、子ど も た ちの主体的参画を 促すため、提言に対する

「 丁寧なフ ィ ード バッ ク（ 対話の機会）」を 確実に保障する と と も に、今後の少子化や部活動の

地域移行等を 見据え 、特定の活動への単発投資に偏ら ず、地域教育・ ス ポーツ 環境全体を 公

平かつ持続可能に底上げする 仕組みを 検討し てく ださ い。

5.開かれたガバナン ス と「 情報の循環」

　 行政が不得手と し がちな「 部署横断連携」 や「 き め細かな 情報発信」 を 機能さ せる ため、計

画策定後も 外部の目によ る 進捗評価と 適切な助言を 行う ガバナン ス 体制を 求めま す。

　 事務局が述べた「 絵に書いた餅に終わら せない責任」を 果たすため、総合計画・ 総合戦略推

進会議を 活性化さ せてく ださ い。

　 ま た、「 今の暮ら し を 成り 立たせている サービ ス や資源を 町民が再認識し 、情報を 町内で生

き 渡ら せる 工夫」 は重要です。行政情報の発信にと ど ま ら ず、地域の素晴ら し い活動やサー

ビ ス を 町民が再認識し 、情報が町内を 行き 渡る「 情報の循環」が機能する 仕組みを 構築し 、住

民自ら が町の価値を 再発見でき る 機会を 創出し てく ださ い。

最後に

　 南伊勢町が 2045 年の未来においても 、人口減少と いう 難題を 乗り 越え、「 輝き 」を 次世代へ

引き 継ぐ ため、本答申を 重く 受け止め、後期基本計画を 力強く 実行さ れる こ と を 期待し ま す。

　 なお、審議の過程で各委員から 出さ れた現場の切実な声や多岐にわたる 具体的な提言につ

いては、本答申を 補完する も のと し て別紙「 審議会における 委員の主な意見・ 提言」と し てま

と め、添付いたし ま す。それぞれの施策を 具体の事業に落と し 込む際の貴重な指針と し て最

大限に活用さ れる こ と を 強く 望みま す。
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3 南伊勢町総合計画策定体制

　 別紙： 審議会における 委員の主な意見・ 提言

1.活力ある 産業・ 経済プロ ジェ ク ト

•「 ヒ ーロ ー発信」を 起点と し た産業と 教育の戦略的連携

　 漁業の現場と 教育を 直結さ せ、漁師の魅力や命の尊さ を 伝える こ と で本町のフ ァ ン を 育成

する べき であ る 。こ の「 知る き っ かけ」を 関係人口の創出や高付加価値な体験型観光へと 繋

げる こ と で、人材循環の促進と 水産業を 次世代が誇り を 持っ て選択でき る「 稼げる 産業」 へ

と 成長さ せていく べき である 。

•「 生活でき る 一次産業」 への伴走支援

　水産業の強みを 活かし た既存事業所の法人化や共同体強化、創業支援等の伴走サポート を

行う と と も に、林業・ 農業でも 次世代へ継承可能な収益モデルを 模索する こ と 。

• 担い手確保のための多様な働き 方（ 複業的農業・ 漁業）の推進

　専業・ 副業と いう 枠組みにと ら われず、複数の生業（ なり わい） を 組み合わせる「 複業的農

業・ 漁業」を 推進し 、多様な人材が一次産業に関われる 環境を 整える こ と 。特に、みかん栽

培は作業時間の融通が利き やすく 、子育てと の相性が非常に良いと いう 現場の実情を 強み

と し て捉え、多様なラ イ フ ス タ イ ルに合わせた働き 方を 町と し て公認・ 支援する 必要があ

る 。南伊勢町の象徴であ る「 みかん文化」 や漁業を 次世代へ継承する ため、専業農家育成な

ど の従来の枠組みを 超え、主収入を 別に持ちな がら 農業や漁業に携わる「 複業的農業・ 漁

業」を 選択でき る 多様な担い手確保の仕組みを 構築すべき である 。

• 就農・ 事業継承への実効的な橋渡し

　 新規就農者が土地を 借り やすく なる ための地域と の強力な橋渡し 機能や、小規模事業者が

事業を 継承し たく なる よ う な直接的なメ リ ッ ト のある 支援を 検討すべき である 。

• 定年帰農（ 65 歳前後の U タ ーン ） の促進

　 資金や経験のある 定年世代が空き 家を 活用し て農業を 始める「 定年帰農」 を 、若者定住と 並

ぶ柱と し て強力に推進すべき である 。

• 実践的学習の場の充実

　 教育・ 産業・ 行政が連携し 、中学生が課題解決に自ら 挑む学習モデルを 模索し 、外部人材が

伴走する 仕組みを 検討すべき である 。

• 町内の様々な事業者の維持・ 発展

　 商品券事業の在り 方を 再考し 、小規模店舗への恩恵が広がる 工夫や、商品券以外の実効的

な 直接支援策を 検討すべき であ る 。さ ら に、暮ら し を 支える 様々な 事業所の事業継承な ど

の維持発展策を 検討すべき である 。

２ ．安全安心のま ちプロ ジェ ク ト

•「 逃げ切れる 体（ 脚力）」づく り を 政策の柱に

　 イ ン フ ラ 整備に加え 、高齢者が自力で高台へ避難でき る ための「 脚力・ 体力作り（ 健康教室

等）」を 防災施策と し て重視し 、地域全体で取り 組むべき である 。（ ※住民自ら が成果を 広報

活動等へ繋げる 官民協働の体制を さ ら に促進する こ と 。）

•  ソ フ ト 面での防災意識と 地域間連携の強化

　 宿田曽地区等の先進事例を 全町的に共有し 、誰が主導し ど う 安否確認する かと いっ た、都

会には真似でき ない「 強固な人間関係に基づく 避難体制」を 構築すべき である 。

•  情報弱者を 作ら ない緊急情報伝達

　 聞き 取り が難し い方が避難情報等を 見落と さ ないよ う 、屋内ラ ン プ等によ る 視覚的伝達の

助成や、津波想定高の分かり やすい電柱掲示など 、住民目線に立っ た伝達方法の改善を 行

う こ と 。
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•  空き 家対策と 防災の連動

　 倒壊リ ス ク の低減や避難経路の安全確保のため、空き 家の「 処理（ 解体）」 と「 利用」 を 戦略

的に進める 必要があ る 。た だし 、現行の特定空き 家制度や解体補助金だけでは対応し き れ

ない法的・ 財政的限界（ 所有者不明や手を つけら れない家）を 直視し 、弁護士等の専門家と

も 連携し た実効性のある 新たな空き 家対策・ 処分ス キーム を 検討すべき である 。あわせて、

歴史的・ 文化的価値のあ る 建物については、単なる 空き 家（ 不用物） ではなく 、次世代へ繋

ぐ べき「 地域の資産」 と 再定義すべき であ る 。 町は直接的な 資産保有のみに頼る のではな

く 、官民で知恵を 総結集し 、多様な財源（ 外部資金の活用等） の確保も 含め「 次世代へ引き

継げる 方策」 を 検討する こ と 。

•  継続的な防災対策

　 一過性のイ ベン ト で終わら せず、他地区が「 自分たちの地域でも でき そう だ」 と 実感し 、活

動を 自分事化する ための仕組み（ ハード ルを 下げる 工夫、日常への組み込み、やり たいと 思

わせる 工夫、伴走型など ）と いっ た継続でき る 対策を 検討すべき である 。

3.子育て・ 子ど も の育ち応援プロ ジェ ク ト

•「 ふる さ と 学習」によ る 成功体験の継続

　 自分たち の提言が計画に反映さ れる プロ セス を 継続し 、子供た ち が町への誇り と「 積極的

な関わり 」を 持ち続けら れる よ う にすべき である 。なお、本重点プロ ジェ ク ト の名称につい

て、内容に照ら し「 子ど も も 主役のま ちづく り プロ ジェ ク ト 」等への変更を 前向き に検討す

る こ と 。

•  「 将来への道筋」が見える キャ リ ア教育

　 町内に高校がない現状を 踏ま え 、地元の産業を 支える 人材を 育てる ためにも 、子供たちが

「 将来は漁師や農家になり たい」 と 本気で思える よ う な具体的で魅力的な道筋を 示すべき で

ある 。その際、関係人口と の交流に加え、「 お魚マイ ス タ ー」など 町内在住の専門人材を 教育

現場へ積極的に登用し 、地域全体で子ど も たちを 育てる 環境を 整える こ と 。

•  「 子供がイ キイ キ育つ町」のブラ ン ディ ン グ

　 町の自然資源を 活かし た独自の教育プロ グラ ム を 充実さ せ、その価値を 戦略的に発信する

こ と で「 子供がイ キイ キ育つ町」 と し てのブラ ン ド を 確立すべき である 。

•  多世代の移動を 支える「 生活手段」のイ ン フ ラ 化

　「 子供にと っ て も 高齢者にと っ て も 、そし て免許返納者や自ら 車を 持た な い選択を し た 人

にと っ ても 、公共交通や二次交通と いう『 移動手段』 があ る こ と は、町に住み続ける ための

絶対条件であ る 。特に 65 歳以上の定年世代が U タ ーン を 検討する 際、『 車に乗ら な く な っ

て も 小さ な 生活圏で暮ら し て いける 』と いう 安心感を 与え る 最低限の生活手段の確保を、

町を 挙げて最優先で整備すべき である 。

４ ．誰も が元気なま ちプロ ジェ ク ト

•  「 多世代交流」の質の向上

　 保育園児や小中学生と 高齢者が、た だ訪れる だけでなく 、一緒に活動し 互いのこ と を 深く

知り 合える よ う な「 温かな交流の場」を 増やすべき である 。

•  福祉分野の「 働き 手不足」への緊急対策

　 介護・ 福祉の人手不足は事業所閉鎖に直結する 深刻な 課題であ り 、町を 挙げた 人材確保・

定着支援が必要である 。

•  医療・ 介護・ 福祉のサービ ス の維持・ 充実

　 医療・ 介護・ 福祉のサービ ス の維持・ 充実を 進めサービ ス が継続し ていく よ う な支援対策

を 検討すべき である 。

•  外出困難者への具体的支援

　 独居高齢者の食の確保や通院など 、従来の公的支援では手が届かない切実な困り ご と に対

し 、迅速に具体策を 策定すべき である 。

•  「 生活のすべてが福祉である 」と いう 哲学の共有

　 障がい者支援や高齢者福祉を 特別なも のと せず、日々の暮ら し そのも のを 福祉と 捉える 広

い視点で地域づく り を 推進すべき である 。
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５ ．輝き を も てる ま ちプロ ジェ ク ト

•  「 拡大オール南伊勢」 によ る 関係人口の創出

　 住んでいる 5,000 人に加え、町を 愛する「 関係人口」5,000 人を 合わせた「 1 万人規模」で町を

支える 発想が必要である 。

•  「 外部の知恵」を 町の財産と し て活用

　 学生イ ン タ ーン や二地域居住者を 積極的に受け入れ、彼ら の持つ外の視点や知恵を、町の

子供たちの将来の財産と すべき である 。単に関係人口に「 何を し ても ら う か」 に偏ら ず、外

部人材に対し て町が「 何を 提供でき ている か」 を 双方向に意見交換し 、客観的な視点から 町

の潜在力を 再定義する こ と 。

•  子供たちの視点を 地域全体で応援する

　 子供たちが町のこ と を 深く 考えている 姿を 大人が共有し 、それを 地域全体で応援する 機運

を 高める べき である 。

•  情報の循環モデルの構築

　 課題だけでなく 、今あ る 地域の資源や素晴ら し い活動を 可視化し 、いわば井戸端会議のよ

う に官民連携で双方向に情報を 流通さ せる 実効性の高い「 情報の循環モデル」 を 構築すべ

き である 。

６ ．買い物不便・ 困難対策プロ ジェ ク ト

•  「 出かけら れない人」 への具体的・ 緊急的な支援

　 独居高齢者の食の確保や通院な ど 、自力で外出でき な い人たちの切実な 困り ご と に対し 、

行政と 地域が連携し た具体的支援策を 策定すべき である 。

•  生活支援と 移動支援の一体的推進

　 移動手段の確保だけでなく 、配食や見守り と セッ ト にし た多角的な生活支援の仕組みを 構

築すべき である 。

７ ．健全な自治体経営・ 未来投資プロ ジェ ク ト

•  「 住民の生の声」を 政策に繋げる 体制の確立

　 町職員や町議会議員が本審議会を 傍聴し たよ う に 、役場（ 行政） と 町議会（ 立法） が住民の

切実な意見を 直接聞き 、そこ から 得ら れた気づきや提案を町の改善に活かすこ と 。

•  2045 年の「 幸福の形」に向けたバッ ク キャ ス ティ ン グ

　 人口が 5,000 人にな り 、家が一軒飛ばし になる よ う な未来において「 幸せにな れる 仕組み」

と は何かを 今から 具体的に議論し 、投資し ていく べき である 。

•  多様な地域ス ケールにおける「 主体的決定」への投資

　 一律的な 行政モデルに依存せず、各地区や旧小学校区、あ る いは小さ な 集落単位な ど、そ

れぞれの規模（ ス ケ ール）に応じ て「 住民自ら が考え て、自分た ち で方針を 決める 」仕組み

づく り（ ま ちづく り 協議会の支援等）にこ そ、最優先で未来投資を 行う こ と 。

3 南伊勢町総合計画策定体制
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4 南伊勢町総合計画
審議会委員名簿

委員区分 委員名 所　 属 備考

第２ 号委員

青柳　 真理 伊勢農業協同組合　

岩崎　 水咲 南伊勢町消防団

奥村　 智美 南伊勢町文化協会　

木下　 和行 南伊勢町農業委員会　

小林　 悦雄 南伊勢町老人クラブ連合会　

島田　 正文 南伊勢町区長連絡協議会　 副会長

白髭　 美由紀 南伊勢町民生児童委員協議会

田中　 靖華 南伊勢町商工会　

野田　 直子 南伊勢町社会福祉協議会　

橋本　 かおり 南伊勢町観光協会　

濱地　 弘子 南伊勢町民生児童委員協議会

山本　 千恵理 南伊勢町校長会

百合本　 能隆 三重外湾漁業協同組合　

第３ 号委員
池山　 敦 皇學館大学

村林　 守 三重中京大学名誉教授 会長

第４ 号委員

島本　 幸奈 一般社団法人フィ ッ シャーマン・ ジャパン

田中　 由紀子 特定非営利活動法人り ーぶる ･ り ーぶる

玉山　 寿美 一般社団法人みなみいせ元気ネット

西岡　 奈保子 特定居住支援法人 N ON K I 合同会社

濵口　 保泰 特定非営利活動法人「 わがら」

（ 五十音順・ 敬称略）
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5 ふるさとフォーラム
中学生提言・ 小学生発言

次世代とともに創る「 オール南伊勢」のまちづくり

　 後期基本計画および地方創生総合戦略の策定にあたっては、これからの南伊勢町を担う 子どもたちを、まちづく

りを共に行う 大切な「 パートナー」として位置づけました。

　 令和 6 年度に開催された「 ふるさとフォーラム」 における中学生からの力強い提言と、令和 7 年度に開催され

た同フォーラムでの小学生の純粋な想いは、次世代の視点からまちの課題を真摯に見つめたものであり、本計画

がめざす姿を具現化するための重要な指針としました。

　 行政と 町民、子どもたち、そしてまちに関わる全ての人が一体となった「 オール南伊勢」 のまちづくりを実践する

ため、中学生提言の趣旨を各重点プロジェクト の具体的な取り組みに反映させるとともに、小学生から寄せられた

発言も本計画の策定に大切に活かしました。

本町が掲げる「 まちづくりの 5 つの柱」 のもと、計画に反映した提言・ 発言の主な内容は以下のとおりです。

●持続可能な漁業の実践

●水産業活性化に向けた魅力発信とコスト 削減

●水産業活性化に向けた協力体制の構築

●農林業の担い手育成と活性化に向けた「 学ぶこと」「 体験すること」 の機会創出

●農林業の担い手育成と活性化に向けた SNS を活用した魅力発信

●農林業の担い手育成と活性化に向けた他分野との連携

●企業誘致や新たな事業の立ち上げ、若い世代の移住などに対するまちの積極的な支援

1 . 働きやすく 稼げる「 活力ある産業・ 経済」

●防災意識の向上と安全な避難環境の整備（ 避難経路の整備等）

●防災意識の向上や防災リスクの低減のための空き家の活用

2 .町民の命と生活を守る「 安全安心のまち」

●人口増加と地域活性化に向けた雇用と消費の創出（ 食材等を活かした魅力の創出、多様な人材が南伊勢町で

活躍できる機会の提供）

●企業誘致や新たな事業の立ち上げ、若い世代の移住などに対するまちの積極的な支援

3 .まちぐるみで全力で応援し めざ す「 子育て応援日本一のまち」

●福祉の充実と誰もが安心できるまちに向けた周知宣伝の強化

●福祉の働き手確保

●バリアフリー化や道路の拡張など誰もが安心安全に利用できる道路環境の整備（ 災害時の避難の観点を含む）

4 .心豊かに元気に暮らす「 誰もが元気なまち」

●まつりやイベント の積極的な開催によるコミュニティの強化

●様々な取り組みを進める前提としての自然との共存

5 .全ての力を結集した「 輝きをもてるまち」
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課題と し て捉えたこと

農林業分野では、少子高齢化、獣害、次世代につながる担い手不足が深刻であり、特に若い世代が農林業に興

味を持てないことが大きな課題となっています。

農林業の担い手育成と 活性化に向けた提言②

【 中学生提言（ 全文： 発表内容をもとにまちづくり 推進課において整理）】

提言における求めるまちの姿

「 住み続けたいと 思えるまち」

「 もう 一度活性化さ せら れるまち」

「 活気に満ち溢れた南伊勢町」

各分野からの個別提言

水産業の活性化に向けた提言①

課題と し て捉えたこと

南伊勢町の基幹産業である水産業は、漁師の減少、生産コスト の増大、漁獲量の減少といった深刻な課題に直面

しています。さらに、高齢化、環境問題（ 黒潮の大蛇行）といった複合的な要因も影響しています。

提言と そこ に至る 思い

私たちは、「 自然に寄り添う 漁業」「 興味を持ってもらえる漁業」 を推進し 、「 漁業を未来へとつなげていく 」 ことに強

い思いを抱いています。このため、以下の具体的な対策を提言します。

主な取り 組み

●自然のサイ ク ルに合わせて漁獲方法を変えたり 、 養殖を取り 入れたり するこ と で、 漁獲量の安定化と 資源

保護を図り ます。 こ れは、単に魚を獲るだけでなく 、「 魚を保護する」 と いう 意識を持っ て、豊かな海を守っ

ていきたいと いう のが私たちの願いだから です。

1 . 持続可能な漁業の実践

● SNS などを活用し 、 南伊勢町の魚や漁業の魅力を積極的に発信するこ と で、 消費拡大や新規就業者への興

味喚起を促し ます。

● コ スト 削減策を検討し 、 漁業従事者の経済的負担を軽減し ます。

● 講演会などを 通じ て、 南伊勢町の持つ海の魅力を 伝え、「 視野を 広げ、 豊かな漁業を 行う 」 こ と の重要性

を啓発し ます。

2 . 魅力発信とコスト 削減

● 漁業関係者間の協力を強化し 、 漁業に興味を持つ人が増えるよう な環境を整えます。 こ れにより 、 活気あ

る漁業コ ミ ュ ニティ を築き、「 活気に満ち溢れた南伊勢町」 を実現し たいと 考えています。

3 . 協力体制の構築

資料編に掲載した本提言は、令和 6 年度ふるさとフォーラム発表における発言内容および発表スライド をもとに、

まちづくり推進課において提言内容として要約し 、学校の確認のもと整理したものです。
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防災意識の向上と 安全な 避難環境の整備に向けた提言③

課題と し て捉えたこと

防災面では、防災意識の低さ、避難訓練への参加回数の少なさ が課題です。また、避難経路が険しく 、高齢者や

子どもが登りにく いといった課題。避難路やスロープの整備不足、夜間でも安全に避難できる設備の欠如、空き家

が崩れるなど避難経路へのアプローチにおいて危険な箇所があるといった物理的な問題も存在します。

提言と そこ に至る 思い

私たちは、「 高齢者も含め、みんながすぐに避難できるまち」 にしたいという 切実な思いを持っています。この思いか

ら、以下の対策を提言します。

主な取り 組み

● 道やスロープの整備・ 確保を進め、高齢者や子ども でも 安全かつ迅速に避難できる経路の確保を提案し ます。

●夜間でも 避難でき るよう 、 発光する設備を導入し 、 視認性を高めます。 こ れは、 いざと いう 時に誰も が迷

わず、 安心し て避難でき る環境を整えたいと いう 願いから です。

1 . 避難経路の整備

● 防災スタ ンプラ リ ーなど身近に防災を感じ るイ ベント の実施を提案し ます。

●被災経験者など、 実体験を 持つ方々を 招いて講演会を 開催し 、 防災の重要性を よ り リ アルに伝えます。

こ れによ り 、 防災意識の低い層にも 危機感を 共有し 、 避難訓練への参加を 促し たいです。

2 . 防災意識の向上

● 防災上のリ スク を低減すると と も に、 地域の安全性を高めるためにも 空き家の整備・ 活用を提案し ます。

3 . 空き家の活用

主な取り 組み

●木育、 フ ィ ールド ワーク 、 講演会、 農林業体験、 みかん狩り など、 多角的なアプローチを通じ て、 実際に

農林業に触れる機会を増やし 、 子ども から 大人までが関心を持てるよう にし ます。 こ れにより 、 農林業の

魅力を肌で感じ 、 将来の選択肢と し て真剣に考えても ら えるこ と を期待し ているから です。

1 .「 学ぶこと」「 体験すること」 の機会創出

● SNS を積極的に活用し 、 農林業の現状や魅力を県内外に広く 発信するこ と で、 移住者の増加にも つなげた

いと 考えています。 南伊勢町の自然の中で働く こ と の豊かさ を 伝える こ と で、「 仕事につながる 担い手」

を見つけ、 増やし ていき たいです。

2 . SNS を活用した魅力発信

● 農林業だけでなく 、他の分野と も 深く 話し 合い、連携するこ と を提案し ます。 こ れは、農林業がまちの様々

な側面に影響を与える重要な要素であると 認識し ていると 考えているから です。

3 . 他分野との連携

課題と し て捉えたこと

南伊勢町の人口減少の背景には、「 働く 場所が少ない」「 お店が少ない」という ふたつの大きな課題があります。

人口増加と 地域活性化に向けた提言④

提言と そこ に至る 思い

私たちは、南伊勢町を「 もう 一度活性化さ せられるまち」 にしたいという 強い思いから、農林業への関心を高め、

担い手を育成するための提言を行います。

5 ふるさとフォーラ ム中学生提言・ 小学生発言
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福祉の充実と 誰も が安心できるまちに向けた提言⑤

課題と し て捉えたこと

福祉分野では、福祉の働き手不足、高齢者や体の不自由な方の移動や災害時の避難に影響する道路の問題、そ

して様々な情報や取り組みの周知宣伝不足が課題として挙げられます。

提言と そこ に至る 思い

私たちは、南伊勢町を「 誰もが楽しく 交流し 合い、安心安全に生活できるまち」 にしたいという 強い願いを持ってい

ます。この思いから、以下の対策を提言します。

主な取り 組み

● 多様な人々が交流でき る場所を設け、 ポスタ ーなどを用いてまちの様子や取り 組みを積極的に伝えます。

● SNS やアプリ を活用し た宣伝を推進し 、 若い世代にも 情報を届けやすく し ます。

● 高齢者が多いこ と を 踏まえ、 町内放送の活用も 重要と 考えます。 こ れは、 誰も が取り 残さ れるこ と なく 、

必要な情報にアク セスできるよう 、 きめ細かな情報提供をめざすも のです。

1 . 周知宣伝の強化

● 高齢者や体の不自由な方がスムーズに移動でき るよう 、 バリ アフ リ ー化や道路の幅を広く し たり 、 街灯な

どの整備を進めたり するこ と で、 誰も が安心安全に利用でき る道路を整備し てほし いと 願っ ています。 こ

れは、「 災害時の避難」 の観点から も 極めて重要と 考えています。

2 . 道路環境の改善

● 企業や施設だけでなく 、 まち自体が福祉関連の職員募集の周知や宣伝に努め、 福祉分野で働く 人材を確保

し てほし いと 提言し ます。

● 働いている人が増えるよう 、収入の補助制度なども 検討するこ と で、福祉分野で働く こ と の魅力を高め、「 働

き手が少ない」 と いう 課題を解決し たいと 考えています。

3 . 福祉の働き手確保

主な取り 組み

●飲食店を増やし 、 地元の食材を使っ た新たな魅力を創出するこ と で、 地域内外から の来訪者を増やし 、 消

費を喚起し ます。

●企業を誘致するなどし て働ける場所を増やし 、 若者や U タ ーン・ I タ ーン ※ 8 希望者が安心し て暮ら せる雇

用環境を 整備し ます。 こ れにより 、「 働く 場所がない」 と いう 悩みを 解消し 、 多様な人材が南伊勢町で活

躍できる機会を提供し たいです。

1 . 雇用と消費の創出

● 祭り やイ ベント を 積極的に開催し 、 地域住民の交流を 促進するこ と で、「 人の絆」 を 深めます。 絆が深ま

るこ と で、 地域への愛着が育ち、 長く 住み続けたいと いう 気持ちが生まれると 考えています。

2 . コミュニティの強化

●企業誘致や新たな事業の立ち上げ、 若い世代の移住などに対し 、 まちが積極的に補助制度を検討・ 実施す

るこ と で、 地域経済の活性化を後押し し ます。

3 . まちによる支援

●こ れら の取り 組みを 進める上で、 南伊勢町の「 豊かな自然や良いと こ ろ を残すこ と が大切」 であると 考え

ます。 自然は南伊勢町の最大の魅力であり 、 こ れを 守り ながら 発展し ていく べき だと いう 思いがあるから

です。

4 . 自然との共存

提言と そこ に至る 思い

私たちは、南伊勢町を「 住み続けたいと思えるまち」 にしたいという 強い思いから、以下の提言を行います。
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【 小学生発言（ 抽出）】

●「 このまま漁業者の数が減り続ければ、南伊勢町の産業はなく なってしまう のではないかと思いました。……そう

ならないためにも、南伊勢町の漁業を盛り上げていくことが大切だと思いました」

●「 南伊勢町の水産業を盛り上げるためにできることを皆さんも考えてみてく ださい。そして考えたことを実践して

みてく ださい。皆さんで私たちの故郷、南伊勢町の水産業を盛り上げていきましょう 」

●「 南伊勢町でもスマート 農業を取り入れることで、労働力不足の解消や経営の安定化につながると思いました」

1 .水産業や農業などの一次産業に関する発言

●「 豊かな自然や海を守るために、ごみを出さない、できるだけフードロスを少なくしましょう 」

●「 地球温暖化については子どもでは解決することが難しいと思うけどマイクロプラスチックについては子どもでも

解決することができると思います」

●「 魚にも人間にも害があるマイクロプラスチックを少しでもなく すために、ごみを少なく する取り組みをしていきた

いと思いました」

●「 南伊勢町の綺麗で豊かな自然環境を守りたいと考えました。……皆さんも色々な工夫でごみを減らし 、南伊勢

町の自然環境を守る取り組みをしていきましょう 」

2 .産業を支える美し い自然や環境保護に関する発言

●「 地震や津波から命を守るために、私たちの発表が少しでも役に立ったら嬉しいです」

●「 これからも僕たちの故郷である南伊勢町のことを知って、もっと好きになりたいと思いました」

4 .フォーラムのはじまりと 締めくくり の発言

●「 もし僕が『 こんにちは』 と話しかけることができていたら、何か手助けできたかもしれないのに、それができませ

んでした。普段から様々な方とつながりを強くして仲良くしておくこと が、災害時の助けあいにおいてとても大切

だと分かりました」

●「 逃げていない人がいないか大きな声で確認したり、坂が大変そうな人の手を引きながら避難したいです」

●「 たくさんの人が避難してくると思うので、私にできることがあれば伝えたいです」

●「 僕は避難する時や避難所生活で少し でも役立つよう に、普段から挨拶などを通して地域の人と 仲を深めてい

きたいです。そして自分にできることを増やしていきたいです」

3 .避難体験や防災学習を通じて、

　 自分たちが地域で果たし たい役割に関する発言

令和 7 年度「 ふるさとフォーラム」 の発表において、次世代を担う 小学生ならではの素直な視点や熱意あふれる想

いが語られました。ここでは、その発表内容の中から主な発言を抽出して掲載しています。

5 ふるさとフォーラ ム中学生提言・ 小学生発言
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6 用語解説

1 . 4 R （ フ ォ ーア ール）

循環型社会を 構築する ために廃棄物処理やリ サイ

ク ルの優先順位と し て別項目で説明さ れている 3R

（「 リ デュ ース（ Red u ce ＝ご みの発生抑制）」「 リ

ユース（ Reu se ＝再使用）」「 リ サイ ク ル（ Recycl e

＝再資源化）」 に 1R「 リ フ ュ ーズ（ Re fu se ＝ご

みになる も のを 買わない）」 を プラ スし たも の。

2 .D X（ デジ タ ルト ラ ン ス フ ォ ーメ ーシ ョ ン ）

I CT の浸透が人々の生活を あら ゆる 面でよ り 良い

方向に変化さ せる こ と 。

3 .G X（ グリ ーン ト ラ ン ス フ ォ ーメ ーシ ョ ン ）

化石燃料から ク リ ーン エ ネルギー（ 太陽光や風力

な ど ） への転換を 進める こ と で、 温室効果ガス の

排出を 実質ゼロ にする 脱炭素社会の実現と 、 地域

の経済・ 産業の発展を 両立さ せる 変革のこ と 。

4 . I CT

I n fo rm ation  &  Com m un icati on s Tech no log y の

略。 情報通信技術。

5 . LG BT

人の性愛がど う いう 対象に向かう のかを 示す性的

指向や性自認についての性的マイ ノ リ テ ィ を 限定

的に指す言葉。性的指向と し ては、女性同性愛者（ レ

ズ ビ ア ン 、 L ESBI A N ）、 男 性 同 性 愛 者（ ゲ イ 、

GAY）、 両 性 愛 者（ バ イ セ ク シ ュ ア ル、

BI SEX U A L） がある 。 性自認については、 身体と

心 の 性 が 一 致 し な い ト ラ ン ス ジ ェ ン ダ ー

（ TRAN SGEN D ER） がある 。 こ の中に、 性同一性

障がいが含まれる 。

6 . SD G s

持続可能な開発目標（ Su sta i n ab l e D eve l o p m en t 

Go a l s）。 平成 27（ 2015） 年９ 月の国連サミ ッ ト

で採択さ れた 2030  アジェ ン ダにおける  2030  年

までに達成すべき 国際社会全体の開発目標。

7 .SN S

So ci a l  N etw o rk i n g  Serv i ce（ Si te）の略。イ ン タ ー

ネッ ト 上で 友人を 紹介し あっ て、 個人間の交流を

支援する サービ ス（ サイ ト ）。 誰でも 参加でき る も

のと 、 友人から の紹介がな いと 参加で き な いも の

がある 。

8 . U タ ーン ・ I タ ーン

町外から 南伊勢町に帰っ てく る 「 U タ ーン 」、 日本

全国から 南伊勢町へやっ てく る「 I タ ーン 」 を 指す。

英数字

9 . ア ーテ イ ス ト ・ イ ン ・ レ ジ デン ス

芸術家が特定の地域に一定期間滞在し 、 作品制作

や文化交流活動を 行う 取り 組みのこ と 。 地域の魅

力を 再発見し 、 住民と の関わり を 生む地域振興の

手法と し ても 活用さ れる 。

1 0 . 移住定住コ ーディ ネ ータ ー

都市圏等における 移住希望者等への情報発信の強

化や、 受入地域における 移住者の受入環境の整備

を 行う と と も に、 移住者の定住・ 定着に向けた 支

援の充実を 図る こ と を 目的と し 、「 地方自治体が実

施する 移住・ 定住対策の推進について 」 ( 令和 3

年 3 月 30 日付総行応第 79 号総務省地域力創造グ

ループ 地域自立応援課長通知 ) に基づき ま ち が委

嘱する コ ーディ ネータ ー。 コ ーディ ネ ータ ーは、

活動内容に応じ て、 移住定住コ ーディ ネ ータ ー、

移住相談員、 定住支援員およ びおし ご と ア ド バイ

ザーの 4 種類がある 。

1 1 . 海業（ う みぎ ょ う ）

海や漁村の地域資源（ 水産物、 美し い景観、 伝統

文化など） を 組み合わせ、水産業だけでなく 、観光、

食、 教育な ど 多角的な ア プ ロ ーチ で 地域の賑わい

や新たな仕事を 創出する 取り 組みのこ と 。

5 0 音

10 1

第
３
章

　
資
料
編



1 2 . エ コ ツ ーリ ズム

自然や歴史・ 文化等、 地域固有の魅力を 旅行者に

伝える こ と によ り 、 その価値や大切さ が理解さ れ、

保全につながっ ていく こ と を めざ す仕組みのこ と 。

1 3 . かかり つけ医

なんでも 相談で き 、 必要な 時には専門医や専門の

医療機関に紹介し て く れる 、 身近で頼り になる 医

師のこ と 。

1 4 . 関係人口

特定の地域に継続的に多様な形で関わる 人のこ と 。

よ く 、 観光以上移住未満と 例え ら れたり する。 具

体的には、 兼業や副業など の仕事を 絡めていたり 、

祭り やイ ベン ト の運営に参画し て 楽し むな ど フ ァ

ン ベースの交流を 重ねたり する など、 様々である 。

1 5 . 健康マ イ レ ージ

毎日、 継続し て 健康づく り に取り 組み、 ポイ ン ト

を つける こ と で、 健康だけで な く 、 特典も 手に入

れる こ と ができ る 。

1 6 . 公共浄化槽

し 尿と 併せて 雑排水を 各戸ご と ( 共同住宅にあっ

て は、 各共同住宅ご と ) に処理する 、 浄化槽法に

規定さ れた浄化槽で あっ て 、 ま ち が設置する も の

を いう 。

1 7 . コ ミ ュ ニ テ ィ ･ ス ク ール

合議制の機関で ある 学校運営協議会を 通じ て 、 保

護者や地域住民が学校運営に 参画す る こ と に よ

り 、 学校・ 家庭・ 地域社会が一体と な っ て よ り 良

い教育を めざ すと いう 、 地域に開かれ、 地域に支

えら れる 学校づく り の仕組み。  

18 . コミ ュニティ ソーシャルワーカー（ CSW ）

地域において 支援を 必要と する 住民に対し て 、 地

域と のつながり や人間関係な ど 本人を 取り 巻く 環

境を 大切にし た支援を 行う 相談員。

1 9 . 「 自助・ 共助・ 公助」

「 自分の身は自分で 守る 」 こ と （ 自助）、 地域住民

同士の助けあう 気持ち と 行動（ 共助）、 行政によ

る 支援（ 公助） のこ と 。

2 0 . 実質公債費比率

ま ち の税金や地方交付税など 毎年決ま っ て 入っ て

く る お金（ 経常的な収入） に対し て、借入金（ 町債）

の返済にあて た経費（ 公債費） がど の程度の割合

にな る かを 示す指標のこ と 。 一般会計、 特別会計

など すべての会計にわたり 計算さ れ、 借金返済の

負担が多すぎ な いかチ ェ ッ ク する こ と がで き る 。

また、 過去３ か年の平均が「 18 ％」 以上になる と

新たな借入れ（ 地方債の発行） に際し 段階的に制

約を 受ける こ と になる 。

2 1 . シ ビ ッ ク プ ラ イ ド

町民や住民が、 自身の居住する、 ある いは縁のある

地域（ まち・ 自治体） に対し て抱く 「 誇り 」 や「 愛

着」 のこ と 。 単にその土地を 好む「 郷土愛」 にと ど

まら ず、「 自分たち がこ のま ち を 支え、 よ り 良く し

ていく 」 と いう 当事者意識（ 町民意識） と 、 主体的

な行動意欲が含まれる点に特徴がある。

2 2 . 将来負担比率

まちの人口や面積などに応じ 標準的にかかる お金に

対し て、 借入金（ 町債） や債務負担（ 長期契約など

により 複数年にわたり 支払の予定があるも の） など

すべての負担額から 積立金（ 基金） などを 引いた金

額がどの程度の割合になるかを 示す指標のこ と 。

2 3 . ゼロ カ ーボン シ テ ィ

205 0  年に CO 2（ 二酸化炭素） を 実質ゼロ にする

こ と を めざ す旨を 首長自ら がま たは地方自治体と

し て公表し た地方自治体。

2 4 . 早期健全化基準

健全化判断比率（ 実質赤字比率、 連結実質赤字比

率、 実質公債費比率およ び将来負担比率） のいず

れかが早期健全化基準以上の場合は、「 早期健全

化段階」 と な り 、 財政健全化計画を 定めなければ

な ら な い。 財政健全化計画は、 議会の議決を 経て

定め、 速やかに公表する と と も に、 知事に報告を

し な ければな ら な い。 ま た、 毎年度、 その実施状

況を 議会に報告し 、 公表し なければなら ない。

6 用語解説
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2 5 . 地域福祉

それぞれの地域において 人びと が安心し て 暮ら せ

る よ う 、 地域住民や公私の社会福祉関係者が互い

に協力し て地域社会の福祉課題の解決に取り 組む

考え方。

「 社会福祉法」 は、 地域住民、 社会福祉関係者等

が相互に協力し て 地域福祉の推進に努める よ う 定

めている 。

2 6 . 地域包括ケ ア シ ス テ ム

地域住民が住み慣れた地域で 安心し て 尊厳ある そ

の人ら し い生活を 継続する こ と ができ る よ う 、 要

介護者への医療、介護、予防、住まい、生活支援サー

ビ ス の有機的かつ一体的な支援を 切れ目な く 提供

する 体制。

2 7 . 地方創生 2 .0

国が令和 7（ 20 25） 年に打ち 出し た地方創生の新

方針。 単なる 人口の数字追いや一過性の観光客誘

致（ 地方創生 1 .0） の反省を 踏ま え、 人口減少の

現実を 正面から 受け止めた上で、 地域の「 強い経

済」 と 「 豊かな 生活環境」 を 築き 、 住民一人ひと

り が「 幸せ」 を 実感でき る 社会づく り を めざ す。

2 8 . 特定健康診査

自覚症状がほと んど ないま ま 静かに進行する 高血

圧や糖尿病等の生活習慣病の予防を 目的と し た健

康診査。

2 9 . バッ ク キャ ス ト

未来のある べき 姿を 最初に描き、 その理想の未来

を 実現する ために「 今、 何を すべき か」 を 逆算し

て具体的な施策を 組み立てる 計画策定の手法のこ

と （ 対義語は、現状の延長線上で計画を 立てる フ ォ

アキャ スト ）。

3 0 . 樋門（ ひも ん）

排水路や支川が堤防を 横断し て川へ流れ込む場合

に、 堤防の中を ト ン ネルのよ う に通り 抜ける も の。

内水の排水のた めに、 堤防を 横切っ て 設けら れる

水路のこ と 。

3 1 . ふる さ と 教育

「 地域に根ざ し た、 ふる さ と 南伊勢を 愛する 教育の

充実」 を 掲げ、 小中学校で 実施し て いる 地域の特

色に応じ た地域学習。

3 2 . 有収率

1 年間に配水場から 配水さ れた水量に対する  1  年

間の料金収入の対象と なっ た水量の割合を いう 。

3 3 . リ デザイ ン

一度完成さ れた仕組みやサービ ス を、 時代や環境

の変化に合わせて「 再設計・ 作り 直すこ と 」。 単な

る 表面的な形や見かけの変更（ 模様替え）ではなく 、

根本的な 課題を 解決し 、 現代のニ ーズに合っ た新

たな価値を 創造する 目的で行われる 。
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